
アイディアボックスの展開 2009/11/25

議論テーマの拡大

全府省への拡大

議論結果のリアルな政策への反映

アイディアへの回答

総理や大臣のニコ動でのコメント

誰と話し誰と議論しているのかわからない

政策担当者のコメントが出されるべき

注目のアイデアをピックアップすべき

どうまとめていくかの議論がない

政策形成過程に制度として組み込まれるべき

バーチャル審議会として位置付ける

建設的提言では提案者も巻き込んだ実現を目指す

プロセスも含む結果の公開（サイト終了後の検討状況の公開をして欲しい）

行政からの参加者にマークを

行政からの参加者も個人IDで参加して欲しい

アイデアを出して欲しいのか、議論をして欲しいのかわからない

民意を吸い上げ政策を形成する新しい仕組みとして検証して欲しい

民意の集合が時に矛盾を生じることに注意

オープンガバメント全体の中での位置づけを示して欲しい

全ての政策で実施して欲しい

政策でも予算でも議論の対象になる

リアルとバーチャルを混ぜた議論が有効

政策実現をインセンティブにする

政策的位置づけの明確化が必要

行政側の参加のあり方

アイディアボックスの拡大

どうせ役人的回答で終了だろ

今回の進め方

期待感
新しい手法に期待している

留意点

参加のインセンティブ

ルール作りが必要

この分類は事務局が内容を見ながら要約・整理したもので、提案者の意図と異なる整理になっていることがあります。

意図と異なり変更が必要な場合には事務局までご連絡をお願いいたします。
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国勢調査などでも使って欲しい

国会期間中の開催を

アイディアボックスの展開



住民票と戸籍関連書類の取得 2009/11/25

住民票を紙で発行しない

ネットで申し込んで郵送で送って欲しい
銀行やクレジット決済の利用

yahooやamazonなど既存の支払い手段を利用

セキュリティは現在と同じレベルでよい

公共的な端末による取得

コンビニでの支払いと郵送の組み合わせ

入力の支援を人が行う

セキュリティ

電子認証やIDで可能にする

他のサービスも含め、どこまで本人確認が必要か考える必要がある

免許証では代行できないか

役所間で住民情報の連携ができない結果として、住民に金と時間をかけて住民票を提出させるのはおかしい

自宅でプリントできてバーコードなどで本物かどうかの確認を容易にする

自治体毎にフォーマットが異なるのは統一すべき

住基カードや住基ネットなどで住民票は不要になったのではなかったのか

住民票や戸籍謄本という紙ありきの思想から離れる必要がある

いったん本人確認する方式がよい

住基カードで代行可能

免許証などは住基カードに情報を追加していく

紙の住民票をなくすには高齢者など対応が困難な人がいることにも配慮が必要

書留での初期手続きの確認

アカウント情報の提供

なりすましとかあるのでもっと本人確認できる仕組みを強化すべき

社会保障番号のような仕組みで身分証明できる仕組みが必要

銀行で閲覧・発行できる仕組みも考えられる

住基カードを無料で発行すべき

住基カードは顔写真入りにすべき 定期的に写真を入れ替え

個人情報DBに住所なども入れて許可のある人に見てもらいたい

生体認証の活用

住基カードに専用装置が必要なのは障壁

選択制で導入すればよい

データベースで住民情報と戸籍情報の一体化

金融機関や不動産業など住民票要求者の業務改革も必要

印鑑登録の見直しも必要

国管理の個人情報データベースの活用

住基ネット上の情報を民間に開放して欲しい

住基カードのデザインをかっこよくする

住基カードを公務員全員に持たせる

住基カードに「使う機会がある機能」を持たせる

住基カードではなく、民間のICチップに住基カード機能を追加する

紙の住民票の改善
交番で手続きができるようにして欲しい

郵便局で手続きできるようにして欲しい

履歴書データベースの構築

窓口の多様化

代替手段

配慮点

基本的事項

住基カードの機能拡充

住基カードの普及策

セキュリティレベル

住民票と戸籍関連書類の取得

この分類は事務局が内容を見ながら要約・整理したもので、提案者の意図と異なる整理になっていることがあります。
意図と異なり変更が必要な場合には事務局までご連絡をお願いいたします。
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情報通知機能の改善 2009/11/25

RSSの活用

入札情報の提供

twitterの活用

多様な利用者への配慮

公開されているのに知られていない情報が多い

入札情報を公開しているのがわからない

入札情報の公開にRSSを使えばよい

行政が身近に感じてもらえるのではないか

twitterの活用が米国、英国、EUでは当たり前になってきている

不平不満で荒れる可能性がある

公務員が発信して良いのか

公務員が発信するにはリスクが大きい

意見収集に使ってから、徐々に発信していけばよいのではないか

海外ではマスコミ等に発言の揚げ足をとられない

各省庁の新着情報の収集に苦労している

締め切りのあるものの配信に間に合わないことがあった

RSSは今やサイトにとって標準機能である

ニーズに応じた情報発信

webに情報が載るのに時間が掛かりすぎることがある

タイトルで中身がわからないものが多い

書式を決めてRSSフィードして欲しい

官報はRSSにして欲しい

カテゴリなども付けて欲しい

個人のプロファイルを登録し、その情報に基づき発信

高齢者への配慮

アクセシビリティ・ユーザビリティへの配慮

速報性の向上

情報発信のルール整備が必要

前提として解決すべき点

環境変化

速報性は非常に高い

課題

導入案

効果

統計情報のRSS発信とAPI化

情報通知機能の改善

この分類は事務局が内容を見ながら要約・整理したもので、提案者の意図と異なる整理になっていることがあります。

意図と異なり変更が必要な場合には事務局までご連絡をお願いいたします。
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調達改革 2009/11/25

インターネットを使った入札の禁止

電子入札システムの全国統一

指名競争入札の廃止

公共統一入札資格の創設 入札資格資料の削減

契約書の公開

入札提出書類の電子化

入札説明書の公開

仕様書の公開

ソースコードの公開

テストサイトの公開

受注企業の公表

電子政府サービスの詳細投資情報の公開

政府調達事例ＤＢの開示情報の詳細化

ソフトウェアライセンス費用の削減

請負金額の分割払い

公的検収機関の設置

国産ＯＳＳの活用

研究開発支援した成果の行政機関での先行導入

海外のサービスを政府が使うべきではない

外資との競争の中での国内企業の育成

構築しないで民間サービスを活用

企業規模による参入制限の見直し

ベンダのマインド低下

行政側にプログラマを入れるべき

発注者の能力強化

共通化の推進

無価値な工程管理

落札者が出ない仕様書の作成

仕様が曖昧

提案書の作成に金が掛かる

入札後に仕様変更があっても増額が困難

ベンチャーに発注するリスクを官庁がとらない

検収作業ができないので外注にすべき

システム意図を伝えた上でプロポーザル方式にすべき

入札仕様が紙なので提案のために再入力が必要

元請けの受注者公開だけでは実態の構築業者と乖離する

行政がもっとオーナーシップをとるべき

システム構築参加者の名前を出したらどうか

国家公務員に情報処理専門職を作る

調達庁を作る

ＣＩＯ、ＣＩＯ補佐官の見直し
ＣＩＯがＩＴ調達の現場を認識していない

人事異動に伴う仕様の変更

外部専門化の長期配置

国民参加によるシステム作り

入札情報の公開

入札情報をＲＳＳで配信

オーバースペックな仕様等の仕様誤りを直す機会がない

ＲＳＳ内容を区別する情報も必要

セキュリティ面から配慮が必要

共通にしたとしても改善のための競争原理は必要

体制強化

仕様管理

検収の強化

ベンダ等のレベル低下

技術育成

情報の公開

随意契約の柔軟な活用

業者選定の仕組み

契約・納品関連情報の公開

効率化などの提案をしない

役所の悪い慣習を踏襲

多様な企業が参入するための環境

選定方法

制度の統一

入札関連業務の電子化

窓口配布による参入障壁を除去

大手の元請け化の温床

コンサル会社の能力不足

国が作らないという選択

何をしているのか見えない

フェーズ毎で検収して支払いを
支払い方式の改善

複数社選定での複数トラック開発

調達改革

この分類は事務局が内容を見ながら要約・整理したもので、提案者の意図と異なる整理になっていることがあります。
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